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はじめに 

 

“藤岡市”とは 

群馬県の南西部に位置する本市は、総面積 180.29 ㎢で、市西部には赤久縄山、西御荷鉾山、東

御荷鉾山、最南部には下久保ダムがあり、市域に鮎川・鏑川・烏川・神流川が流れ、緑と清流に恵

まれた美しいまちです。 

また、本市は世界文化遺産である「富岡製糸場と絹産業遺産群」の構成資産の一つ「高山社跡」

を有しています。その他、石器時代の居住跡や、古墳時代の史跡を数多く有することが示すように、

古くから栄え、室町時代には関東管領上杉氏の居城が置かれ、江戸時代には「日野絹」の集散地と

して賑わい、近年は養蚕と瓦産業で隆盛するなど、多くの人が行き交う交流都市として発展してき

ました。 

そのように交流都市として栄えた本市は、さまざまな文化と人が行き交っており、歴史的偉人も

多く輩出しています。ニュートンやライプニッツとともに世界の三大数学者とも言われている「関

孝和」や、高山社の創設者で近代的な養蚕法である「清温育」を全国へ普及指導した「高山長五郎」、

航空工学者で数々の航空機を設計した「堀越二郎」などが、この藤岡の地に生まれ、大きな世界へ

と羽ばたいていきました。 

現在では、首都圏から約 90km に位置し関越自動車道と上信越自動車道が結節する自動車交通の

要衝であること、花と緑と清流の豊かな自然環境、長い歴史に培われた歴史風土・伝統文化を活か

して、企業誘致と観光振興に積極的に取り組んでいます。 
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藤岡市人口ビジョン 
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１.人口ビジョン策定の背景・目的 
 

 

１－１ 国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」 

国は平成 26 年に「まち・ひと・しごと創生法」を制定し、同年 12 月に「まち・ひと・しごと創

生長期ビジョン」が閣議決定されました。これにおいて、日本の人口の現状と将来の姿、そして今

後目指すべき方向が示されています。 

日本は今、人口減少時代に突入しています。国では、東京圏への過度な人口の集中を是正して、

人口減少に歯止めをかけるとともに、それぞれの地域における希望の実現と課題を解決することで

住み良い環境を確保し、将来にわたって活力ある日本社会を維持することを目指すとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２ 藤岡市人口ビジョンの位置づけ 

藤岡市人口ビジョンは、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を勘案し、本市における

人口の分析を行い、今後目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示すものです。 

また、藤岡市人口ビジョンで示す人口推移や人口動態推移等から、今後のまちづくりにおける課

題を明確化することで、藤岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本的な考え方の基盤とします。 

 

 

１－３ 人口推計の期間 

平成 22（2010）年の国勢調査結果を基準とし、平成 72（2060）年までの将来人口推計を行いま

す。  

≪まち・ひと・しごと創生長期ビジョン≫ 

《基本的視点》 

 「東京一極集中」を是正する 

 若い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現する 

 地域の特性に即した地域課題を解決する 

《目指すべき将来の方向》 

 『将来にわたって「活力ある日本社会」を維持すること』 

 人口減少に歯止めをかける 

 若い世代の希望が実現すると、出生率は 1.8 程度に向上する 

 人口減少に歯止めがかかると、2060 年に 1 億人程度の人口が確保される 

 人口構造が「若返る時期」を迎える 

 「人口の安定化」とともに「生産性の向上」が図られると、2050 年代に実質 GDP 成長率は 1.5

～2%程度が維持される 

《地方創生がもたらす日本社会の姿》 

 自らの地域資源を活用した、多様な地域社会の形成を目指す 

 外部との積極的なつながりにより、新たな視点から活性化を図る 

 地方創生が実現すれば、地方が先行して若返る 

 東京圏は、世界に開かれた「国際都市」への発展を目指す 
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２.藤岡市の現状と課題 
 

 

２－１ 藤岡市の現状 

（１） 人口動向 

① 人口推移と将来推計 

本市の総人口は、平成７（1995）年頃の約 7.1 万人をピークに減少に転じています。日本の人口

のピークが平成 20（2008）年頃であることから、本市の人口減少は全国よりも 10 年以上も先行し

ていることになります。この減少傾向は今後も続く見込みとなっており、現状のまま推移していく

と仮定した場合、平成 72（2060）年には約 3.8 万人となり、平成 22（2010）年の約 6.8 万人と比

較すると 43％もの人口が減少すると見込まれています。年齢 3 区分別人口を見ると、０～14 歳の

年少人口は昭和 55（1980）年から減少し続けています。15～64 歳の生産年齢人口は総人口と同様

の動向を示しており、平成７（1995）年頃をピークに減少に転じています。一方、65 歳以上の老年

人口は増加傾向が続き、平成 52（2040）年まで増加または維持の水準となる推計ですが、平成 57

（2045）年以降は減少に転じ、これにより全ての年代の人口が減少となることから、減少傾向に拍

車がかかる見込みとなっています。また、高齢化率は平成 22（2010）年の 24％から、平成 72（2060）

年には 41％まで上昇すると推計されており、早急な対策が必要な状況にあると言えます。 

 

■総人口の推移と将来推計 

 

出典：1980 年～2005 年は国勢調査（年齢 3 区分別人口に年齢不詳は含まない） 

2010 年以降はまち・ひと・しごと創生本部提供データ（端数処理により年齢３区分別人口合計と総人口が一致しない場合があります） 
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② 地区別の人口増減 

平成 27（2015）年を基準として平成 72（2060）年の地区別人口の増減を試算すると、市内の 42

地区で 50％以上人口が減少し、特に山間地域では 11 地区において 80％以上もの人口が減少すると

予測されています。 

また平成 72（2060）年の人口分布の状況では、100 人未満となる地区が 14 地区、そのうち 50 人

未満となる地区も８地区あり、地区内における集落の存続が懸念されます。 

 一方、鉄道駅の周辺や幹線道路付近といった交通の利便性が良い地域や、土地区画整理により居

住環境の整備が進んでいる地域では、減少率が比較的小さい試算結果となっています。

 

  
出典：藤岡市住民基本台帳人口より独自推計 

■平成 27 年から平成 72 年 

における人口増減率 

■平成 72 年における人口 

分布状況 

凡　例

80%以上減少

50-80%減少

30-50%減少

20-30%減少

10-20%減少

0-10%減少

増加

人口増減（H27→H72）

凡　例

0 - 50人

51 - 100 人

101 - 300 人

301 - 500 人

501 - 1000 人

1001 人 -

人口（H72）
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③ 自然増減・社会増減の推移 

人口の増減には、自然増減（出生数・死亡数）及び社会増減（転入数・転出数）が影響します。 

自然増減では、自然増（出生数＞死亡数）が続いていましたが、平成 16（2004）年度に自然減（出

生数＜死亡数）に転じ、以降は自然減が進行していき、減少幅が拡大する傾向にあります。 

一方、社会増減は、社会増（転入超過）もしくは転出入が均衡する状況が続いていましたが、平

成 15（2003）年度以降は、平成 25（2013）年度を除き、社会減（転出超過）の状況となっていま

す。 

直近のデータでは、平成 26（2014）年度に自然減となった人数は 291 人、同年に社会減となった

人数は 280 人に及び、合計で 571 人の減少となっています。 

 

■自然増減（出生数・死亡数）の推移 

 

■社会増減（転入数・転出数）の推移 
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社会増減 

▲280 人 
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■自然増減及び社会増減の推移 

 

 

 

日本がいわゆるバブル景気であった昭和 61（1986）年～平成３（1991）年頃は日本全体の経済が

好況であり、合計特殊出生率が比較的高水準にあったことや、ベビーブームの影響もあり、日本の

総人口は増加傾向にありました。地方においても十分な雇用と収入があったので、社会増・自然増

の状態が続いていたと予想されます。しかし、いわゆるバブル崩壊以降は、まず社会動態がほぼ均

衡の水準まで低下し、その後は自然増減における減少傾向が年々進行していく傾向が表れています。 

景気には好況と不況が循環する波があると言われていますが、平成 12（2000）年頃のいわゆる「IT

バブル」と呼ばれていた時期には社会減の傾向が強く出ていたり、不況時にはその傾向が緩和され

ているようにも見受けられるなど、日本経済と地方の人口移動の間に相関関係があるようにも伺え

ます。その背景としては、好況時には都心部等の大手企業などの雇用も多くあるため、若者が地方

から多く転出し、逆に不況時には地元に戻ってくる人が増えるなどの理由が想定されます。 

また、自然減の進行については、バブル崩壊以降の急速な景気の後退を経験してきた若者たちが、

子育て世代の中心となる 20 代～30 代の年齢へと育ってきましたが、将来に対する不安感が意識に

残っているため、または景気の後退に伴う経済的な理由から子供の出産を控えるようになってきた

のかもしれません。 

 

 

 

 

 

※上記の見解はデータから推測されるものであり、学術的根拠や検証に基づくものではありません。 
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④ 人口動態（転入・転出）の状況 

本市に転入してきた方々の転入元と、転出した方々の転出先のデータより、転入・転出とも最も

多い地区は高崎市となりますが、転入・転出の人数はほぼ均衡しています。県内では前橋市や伊勢

崎市において転出超過が見られ、県外では埼玉県への転出超過が著しく、東京都への転出超過傾向

も伺える数値となっています。 

 

 

 

■藤岡市内への転入の状況(平成 25 年) 

■藤岡市外への転出の状況(平成 25 年) 

出典：まち・ひと・しごと創生本部提供データ

平成24年 平成25年

高崎市 430 439

前橋市 98 97

伊勢崎市 54 59

埼玉県 198 242

東京都 113 178

神奈川県 61 54

転入元

群馬県内

群馬県外

平成24年 平成25年

高崎市 464 444

前橋市 132 147

伊勢崎市 74 67

埼玉県 330 316

東京都 174 176

神奈川県 54 60

転出先

群馬県内

群馬県外

  10 ～   50人未満

  50 ～ 100人未満

100 ～ 200人未満

200人以上

  10 ～   50人未満

  50 ～ 100人未満

100 ～ 200人未満

200人以上
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⑤ 社会増減及び自然増減の主な要因 

純移動数（＝転入数－転出数）を男女別・５歳階級別に見ると、大学等への就学の年代に相当す

る「15～19 歳→20～24 歳」の層において転出超過となっている人数は、男性では年代によって傾

向はあまり変わりませんが、女性は過去から転出が増加している傾向にあり、女性の大学進学等の

高学歴化が進んでいることに関係していると思われます。 

就職時期に相当する「20～24 歳→25～29 歳」の年齢層では、男性の転入数のピークが大きく減

少しています。女性においても、男性より振れ幅は小さいですが同様の傾向が見られます。 

一方、「０～４歳→５～９歳」及び「30～34 歳→35～39 歳」の年代に転入超過があることから、

子育て中の世帯が本市に転入してきていることが予想されます。 

 

■年齢階級別純移動数の推移 

【男性】 

 

  
 

【女性】 
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就学時に市外に転出する傾向は大きく変わっていない 

就学時年齢の転出超過が増加し、女性の高学歴化の影響が伺える。また、結

婚・出産の主要な層となり得る 20 代～30 代の女性が転出超過の状態にある

近年でも子育て中の世帯が転入

してきている傾向が見られる 

就職時に市内に転入する人数は減少している 

出典：「地域経済分析システム」、まち・ひと・しごと創生本部提供データ
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■合計特殊出生率(ベイズ推定値)の推移 

 

※昭和 58 年～平成 14 年は旧藤岡市における合計特殊出生率、平成 15 年以降は現藤岡市における合計

特殊出生率を示す。 

 

 

合計特殊出生率では、本市は平成９（1997）年までは群馬県とほぼ同水準で推移し、全国平均を上回

っていましたが、平成 10（1998）年～14（2002）年のときに県水準よりも大きく下落し、現在では全国

とほぼ同等の数値となっています。全体的な傾向を見ると、年代の経過とともに下降している傾向にあ

りましたが、直近のデータでは下げ止まり、若しくは回復の兆しが伺える曲線となっています。
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1.58

1.4

1.36

1.37

1.76

1.54

1.42

1.36

1.31

1.38

1.82

1.66

1.58

1.49

1.42

1.46

1.2

1.4

1.6

1.8

2.0

昭和58～62年

(1983～1987)

昭和63年～平成４年

(1988～1992)

平成５～９年

(1993～1997)

平成10～14年

(1998～2002)

平成15～19年

(2003～2007)

平成20～24年

(2008～2012)

藤岡市 全国 群馬県

出典：人口動態保健所・市区町村別統計（人口動態統計特殊報告）
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（２） 産業動向 

① 産業別就業人口の推移 

本市の就業人口は、平成７（1995）年の 36,911 人から平成 22（2010）年には 32,932 人と、約

11％減少しています。これは、生産年齢人口の減少率とほぼ同じ値となっており、今後さらに生産

年齢人口が減少すれば、それに伴って就業者数も減少していくと予想されます。 

産業別にみると、第１次産業（農林業など）の減少が 34.2％減と大きく、第２次産業（製造業、

建設業など）も 26.1％減となっています。一方で、第３次産業（商業、金融、サービス業など）は

5.7％増と微増傾向にあります。 

 

■藤岡市の産業別就業人口の推移 

 

 

  

36,911
35,837
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(人)

出典：国勢調査
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② 産業大分類別の就業者数 

産業大分類別の就業者数では、「製造業」「卸売・小売業」「医療、福祉」に従事する人が多く、

これらの産業で雇用吸収力が高いと言えます。また、「製造業」「農林業」「生活関連サービス業、

娯楽業」は、特化係数が 1を超えており、全国平均と比べて就業割合が高いことになります。男女

別に見ると、男性は「製造業」、女性は「製造業」「医療、福祉」の就業者が多い傾向にあります。 

 

■藤岡市の産業大分類別の就業者数と事業所数 

 

 

■藤岡市の男女別・産業大分類別の就業者数と特化係数 
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③ 創業比率、廃業比率の推移 

本市の平成 21（2009）～24（2012）年の創業比率は 1.2％、廃業比率 5.4％と、ともに全国平均、

群馬県平均に比べて低く、廃業する企業の比率は少ないものの、新規起業も少ないことから、雇用

の場の拡大、新規分野の展開は少ないと言えます。 

 

■創業比率の推移 

 

 

 

■廃業比率の推移 
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出典：「地域経済分析システム」、まち・ひと・しごと創生本部

出典：総務省、経済産業省「平成 18 年事業所・企業統計調査」、「平成 21・24 年経済センサス」

※廃業比率の算出について、事業所数に一次産業、事業内容等不詳は含むが、公務は除く 

 廃業比率 ＝ 年間平均廃業事業所数 ／ 期首事業所数 

 年平均廃業事業所数 ＝ 廃業事業所数 ／ 調査期間（月）×12 

 調査期間 平成 21 年経済センサス：33 ヶ月、平成 24 年経済センサス：31 ヶ月 
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④ 農業産出額及び生産農業所得、第 1次産業就業者数及び高齢化率の推移 

本市の農業産出額及び生産農業所得は、昭和 53（1978）年をピークに減少傾向に転じています。

また、第１次産業就業者数の減少とともに、高齢化の進行も顕著であり、今後さらなる農業の衰退、

担い手不足が懸念されます。 

 

■藤岡市の農業産出額及び生産農業所得 

 

 

■藤岡市の 1 次産業就業者数及び高齢化率 
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⑤ 製造品出荷額等と付加価値額の推移 

本市の製造品出荷額等および付加価値額は、平成 19（2007）年まで増加傾向を示し、平成 20

（2008）・平成 21（2009）年には、リーマンショック等の影響によると思われる減少傾向を示した

ものの、平成 23（2011）年までは再び増加傾向を示し、平成 24（2012）年以降は再び減少傾向に

転じています。 

平成 22（2010）年の産業分類別の製造品出荷額等では、輸送用機械器具製造業やプラスチック製

品製造業の割合が高い一方、群馬県の総出荷額に占める割合では窯業・土石製品製造業や金属製品

製造業、電気機械器具製造業などが高い割合を占めています。 

■藤岡市の製造品出荷額等と付加価値額の推移 

 

■2010（平成 22）年の藤岡市製造品出荷額等の産業分類別構成比及び群馬県総数に占める割合 

 

  

1,696
1,757

1,860 1,885
1,998

2,242
2,134

1,864

2,082

2,327

2,134 2,129

767 797
849 854 881

921
875

807

958

1,188

975 962

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成14年

(2002)

平成15年

(2003)

平成16年

(2004)

平成17年

(2005)

平成18年

(2006)

平成19年

(2007)

平成20年

(2008)

平成21年

(2009)

平成22年

(2010)

平成23年

(2011)

平成24年

(2012)

平成25年

(2013)
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(製造品出荷額：億円) (付加価値額：億円)

食料品製造業：2%

繊維工業：0% 木材・木製品製造業（家具を除く）：1%

印刷・同関連業：2%

化学工業：5%

プラスチック製品製造業（別掲

を除く）：14%

ゴム製品製造業：1%

窯業・土石製品

製造業：4%

鉄鋼業：4%

非鉄金属製造業：0%

金属製品製造業：12%

生産用機械器具製造業：2%

業務用機械器具製造業：0%
電子部品・デバイス・電子回路製造業：1%

電気機械器具製造業：12%

情報通信機械器具

製造業：1%

輸送用機械器具

製造業：27%

その他の製造業：12%

群馬県 藤岡市

食料品製造業 64,951,264 463,444 0.7%

飲料・たばこ・飼料製造業 41,588,904 X 0.0%

繊維工業 5,915,159 89,413 1.5%

木材・木製品製造業（家具を除く） 7,343,774 153,794 2.1%

家具・装備品製造業 4,223,490 X 0.0%

パルプ・紙・紙加工品製造業 8,017,819 X 0.0%

印刷・同関連業 10,710,000 349,901 3.3%

化学工業 49,892,581 1,101,431 2.2%

石油製品・石炭製品製造業 803,936 X 0.0%

プラスチック製品製造業（別掲を除く） 44,011,326 2,857,612 6.5%

ゴム製品製造業 4,819,817 233,653 4.8%

窯業・土石製品製造業 9,160,054 840,108 9.2%

鉄鋼業 24,467,039 801,765 3.3%

非鉄金属製造業 11,901,234 82,616 0.7%

金属製品製造業 34,859,842 2,435,538 7.0%

はん用機械器具製造業 13,589,229 X 0.0%

生産用機械器具製造業 22,131,463 368,006 1.7%

業務用機械器具製造業 45,635,984 37,937 0.1%

電子部品・デバイス・電子回路製造業 21,872,590 149,626 0.7%

電気機械器具製造業 36,432,116 2,476,093 6.8%

情報通信機械器具製造業 10,492,488 253,129 2.4%

輸送用機械器具製造業 291,017,042 5,550,402 1.9%

その他の製造業 8,273,379 2,573,868 31.1%

製造業　合計 772,270,088 21,287,778 2.8%

藤岡市の

割合

製造品出荷額等（万円）

出典：経済産業省「工業統計調査」 

出典：経済産業省「工業統計調査」
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⑥ 商業販売額の推移 

本市の卸売業の商業販売額の推移は、平成 14（2002）年までは減少傾向を示したものの、平成

16（2004）年には微増傾向となり、平成 19（2007）年には減少傾向に転じています。一方、小売業

については、平成 14（2002）年までは減少傾向を示し、そこから平成 19（2007）年にかけては微

増傾向に転じています。 

 

■藤岡市の卸売業・小売業別の商業販売額 
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⑦ 観光入込客数の推移 

本市の観光入込客数は、平成 11（1999）年に道の駅ららん藤岡が開設して以降、増加傾向で推移

しています。また、平成 26（2014）年には、高山社跡を含む「富岡製糸場と絹産業遺産群」が世界

遺産に登録されたことにより、今後さらなる観光客の増加が期待されます。 

 

■藤岡市の観光入込客数 

 

⑧ 観光客の滞在状況 

本市の観光客の滞在状況は、日帰りでの来訪がほとんどであり、宿泊による利用者はわずか１％

程度となっています。 

 

■藤岡市の観光客の滞在状況 
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出典：群馬県「群馬県観光客数・消費額調査結果」
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（３） 交通状況 

① 道路網 

本市内には、関越自動車道と上信越自動車道が通っています。そして、それらの高速道路網の結

節点である藤岡 IC 及び藤岡 JCT を有する交通の要衝であり、東京圏までのアクセスが約１時間と

近接性にも優れています。 

また、地域内には国道 17 号、254 号、462 号、県道を中心に、市道、農林道がつながった道路ネ

ットワークを形成していますが、本市の地理的特徴として、周囲を鏑川、烏川、神流川等といった

河川に囲まれているため、通常、市外へ移動するためには橋を渡る必要があり、交通渋滞のポイン

トとなっています。 

 

■藤岡市の道路網の状況 

 

 

 

  

出典：全国デジタル道路地図データベース DMR・DB2209A 版（平成 22 年 9 月版）

凡　例

高速道路
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主要地方道

県道

その他道路

行政区域
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② 鉄道・バス網 

本市には路線バスに加え、JR 八高線が通っており、JR 高崎線の新町駅にも近傍しています。バ

ス及び鉄道のカバー率は市面積の約４割であるものの、カバー人口は約９割と高くなっています。

今後は、公共交通の空白地域における交通利便性の向上が課題となっています。 

 

■藤岡市の鉄道・バス網の状況 

 

 

 

■鉄道・バスによる面積・人口カバー率 

 

 

 

  

出典：国土数値情報 

出典：国土数値情報、H22 国勢調査

凡　例
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11.800ha（59%）
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面積
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68,360人（91%）

藤岡市
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※面積及び人口は、平成 22 年国勢調査の 500ｍメッシュの面積・人口を合算した数値であるため、実際の藤岡市の値とは異なります。
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（４） 市民アンケート調査に基づく住民ニーズ 

① 結婚支援に対する要望 

結婚に関する支援については、「子育てしやすい社会環境づくり」、「結婚後も働きやすい職場環

境の整備」との回答が多く、結婚・出産後も生活しやすい環境の整備を望む人が多いと言えます。

その他、「結婚支援制度の設置」や「婚活イベント等の開催」との回答も比較的多くありました。 

 

■結婚に関して、どのような支援があると良いか 

 

 

② 出産支援に対する要望 

出産に関する支援については、「職場における理解や支援」との回答が最も多いほか、「出産後の

就職・復職に関する支援」、「産前産後休業制度の充実」など、職場に関する支援・理解に対する要

望が多く見られます。また、「出産費用の負担軽減措置」や「子どもが病気やケガの時に預けられ

る施設の充実」、「地域や社会全体での子育ての応援体制」、「育児・家事に関する家族・親族などの

バックアップ」との回答も比較的多くなっています。 

 

■出産に関して、どのような支援があると良いか 
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③ 子育て支援に対する要望 

子育てに関する支援については、「経済的負担の軽減」が最も多く、次いで、「子育てしながら働

きやすい職場環境の整備」、「急な病気にも対応できるような小児医療体制・サービスの充実」、「子

どもがのびのびと遊べる施設の整備」が多くなっています。 

 

■子育てに関して、どのような支援があると良いか 

 

 

④ 定住地を選択する際の優先事項 

定住地を選ぶ際に優先される事項は、「勤務地あるいは実家（地元）の近辺であること」が最も

多く見られます。次いで、「子育て・教育に関する施策が充実していること」、「日常的に利用する

商業施設が充実していること」が比較的多く、子育て・教育環境や日常生活の利便性を求める人が

多くなっています。 

 

■定住地を選ぶ時に優先する項目 
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⑤ 定住・移住を決める理由 

〈藤岡市に定住したいと考える理由〉 

本市に定住したいと考える方々の理由は、「生まれ育った環境だから」が最も多く回答されてお

り、藤岡市に愛着を感じている人が多く見られます。その他、「居住環境に満足している」「自然環

境に恵まれている」の回答も比較的多い一方で、「出産・子育て環境」、「就業条件・環境」、「交通

機関」、「医療」などの点においては、定住意欲にあまり繋がっていないことが伺えます。 

 

■藤岡市に定住したいと考える理由 

 

 

〈藤岡市から移住したいと考える理由〉 

本市から移住したいと考える方々の理由は、「生活環境の理由による」、「公共交通が不便である」

が比較的多く回答されており、日常生活で不便さを感じている方がいることが分かりました。次い

で「職業上の理由」、「出身地に戻りたいから」、「家族親族と同居または近くに住むため」が比較的

多くなっていますが、これらは自己の意思だけではなく、他の者の意識なども関わってくる内容の

ため、改善に向けた取り組みが難しい部分であると考えます。 

 

■藤岡市から移住したいと考える理由 
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２－２ 人口の変化が地域の将来に与える影響 

人口の変化が将来の地域住民の生活や地域経済、行政活動に与える影響として、次のようなこと

が考えられます。 

 人口減少に伴い、日用品等が購入できる店舗や医療機関、公共交通等の利用者が減少するこ

とによって、施設やサービスの維持が困難になるなど、廃業、撤退する施設が出てくること

が懸念されます。これにより、生活に必要なサービスを享受することが困難になるなど、日々

の生活の利便性が低下する恐れがあります。 

 農業や製造業などの従業者が減少し、労働力が確保できなくなることで、事業規模の縮小や、

廃業などに追い込まれる企業の発生も懸念され、産業全般の衰退が危惧されます。 

 人口減少は本市の財政状況にも影響を及ぼします。税収入が減少すると、これまでと同等の

行政サービス水準の維持が困難になることから、人口規模や財政状況に応じた行政サービス

へと転換していく必要があります。一方、高齢化の進行により、社会保障費は増加が見込ま

れることから、財政状況は更に厳しさを増すことが予想されます。 

 人口減少は、地域コミュニティ機能の低下に与える影響も大きく、町内会や自治会といった

住民組織の担い手が不足することによる共助機能の低下や、地域住民によって構成される消

防団の団員数の減少による地域の防災力の低下など、多くの問題に繋がることが懸念されま

す。 

 少子化の影響により、児童・生徒数の減少が進み、学級数の減少やクラスの少人数化、いず

れは学校の統廃合という事態も起こり得ます。こうした若年層の減少による将来の担い手不

足は、地域の祭りのような伝統行事が継続できなくなるなど、これまで受け継がれてきた歴

史や伝統文化の消失に繋がる恐れがあります。 
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３. 人口の将来展望 
 

３－１ 将来人口の見通し 

①各推計による将来人口 

国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）と日本創生会議がそれぞれ行った推

計方法に準拠した本市の推計結果を比較すると、平成 52（2040）年の人口では、社人研推計準拠

による推計値が 51,827 人、日本創生会議推計準拠による推計値が 49,828 人となり、約 2,000 人の

差異が生じています。この差は移動率の設定方法の違いにより生じるものです。 

 

■社人研推計・創生会議推計の人口比較 

 

 社人研の推計方法に準拠した推計 日本創生会議の推計方法に準拠した推計 

概要 
主に平成 17(2005)年～22(2010)年の人口の動向を

勘案し、将来人口を推計。 
社人研推計をベースに、移動に関して異なる仮定を

設定。 

基礎人口 平成 17(2005)年→22(2010)年の国勢調査による男女年齢別人口。 

出生率 
平成22(2010)年の全国の子ども女性比(15～49歳女性に対する０～４歳人口比)と各市町村の子ども女性比

との比をとり、その比が平成 27(2015)年～52(2040)年まで一定として市町村毎に仮定。 

生残率 

･55～59 歳→60～64 歳以下では、全国と都道府県の平成 17(2005)年→22(2010)年の生残率の比から算出さ

れる生残率を都道府県内市町村に対して一律に適用。 
･60～64 歳→65～69 歳以上では、上述に加えて、都道府県と市町村の平成 12(2000)年→17(2005)年の生残

率の比から算出される生残率を市町村別に適用。 

移動率 

平成 17(2005)年～22(2010)年の国勢調査に基づい

て算出された純移動率が、平成 27(2015)年～

32(2020)年まで定率で 0.5 倍に縮小し、その後はそ

の値を平成 47(2035)年～52(2040)年まで、一定と仮

定。 

全国の純移動数が、社人研の平成 22(2010)年～

27(2015)年の推計値から縮小せずに、平成 47(2035)
年～52(2040)年まで概ね同水準で推移すると仮定

(社人研推計に比べて純移動率(の絶対値)が大きな値

となる)。 
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(人)
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②藤岡市の人口減少段階 

国の長期ビジョンにおける人口の長期的な見通しに倣って、社人研推計方法に準拠した推計デー

タを活用して、本市の人口減少段階を推測します。 

人口減少段階は大きく分けて「第１段階：老年人口の増加、年少・生産年齢人口減少」、「第２段

階：老年人口維持、年少・生産年齢人口減少」、「第３段階：老年人口減少、年少・生産年齢人口減

少」の３段階を経て進行するとされており、全国では平成 52（2040）年から「第２段階」、平成 72

（2060）年から「第３段階」に入ると推測されています。 

本市の人口減少段階を見ると、平成 32（2020）年までは「第１段階」に該当し、平成 32（2020）

年から 52（2040）年にかけて、「第２段階」となり、以降、「第３段階」に入ると推測されます。 

このことより、人口減少段階の進行速度は、本市では全国より 20 年も早く進行していく見込み

となっています。 

■藤岡市の人口の減少段階 

 

■藤岡市の人口減少段階 

 

※指数は平成 22 年の人口を基準（100）として算定。 
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総人口 年少人口(0～14歳) 生産年齢人口(15～64歳) 老年人口(65歳以上)

(指数)

【第１段階】

老年人口増加

年少・生産人口減少

【第２段階】

老年人口維持・減少

年少・生産人口減少

【第３段階】

老年人口減少

年少・生産人口減少

人 指数 人 指数 人 指数 人 指数 人 指数 人 指数

総人口 67,975 100 63,891 94.0 58,307 85.8 51,827 76.2 45,099 66.3 38,429 56.5

年少人口(0～14歳) 9,196 100 7,301 79.4 5,794 63.0 5,029 54.7 4,244 46.2 3,354 36.5

生産年齢人口(15～64歳) 42,478 100 36,344 85.6 32,255 75.9 26,530 62.5 22,418 52.8 19,276 45.4

老年人口(65歳以上) 16,301 100 20,246 124.2 20,258 124.3 20,269 124.3 18,437 113.1 15,798 96.9

【第１段階】 【第２段階】 【第３段階】

平成22年(2010) 平成32年(2020) 平成42年(2030) 平成52年(2040) 平成62年(2050) 平成72年(2060)
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３－２ 将来人口に影響を及ぼす要因の分析 

①人口推計シミュレーション 

将来人口に対して自然増減（出生率・生残率）や社会増減（移動率）がどの程度影響を及ぼすか

について分析を行うため、社人研の推計方法に対して、以下の条件設定を行い、人口推計シミュレ

ーションを行います。 

 

 

【出生率上昇パターン】 

・社人研の推計方法において、合計特殊出生率が平成 42（2030）年までに人口置換水準（人口を

長期的に一定に保てる水準と言われている 2.07）まで上昇し、以降その水準を維持した場合。 

 

【出生率上昇＋人口移動均衡パターン】 

・社人研の推計方法において、合計特殊出生率が平成 42（2030）年までに人口置換水準まで上昇

し、かつ、平成 27（2015）年以降人口移動が均衡する（全ての転入・転出数が同数となり、移

動が差し引きゼロとなる）と仮定した場合。 

 ※人口減少下にある現状においては、ほぼ理想値に近い試算パターンであると考えます。 

 

※人口置換水準：人口が将来にわたって増加も減少もしない、均衡した状態となる合計特殊出生率の水準。 

 

■藤岡市の人口推計結果(社人研推計方法に準拠した推計・出生率上昇パターン・出生率上昇＋人口移動均衡パターン)  

 

※まち・ひと・しごと創生本部提供データに基づいて推計。また、端数処理により年齢３区分別人口の合計と総人口が一致しない場合

があります。 

平成22年
(2010)

平成27年
(2015)

平成32年
(2020)

平成37年
(2025)

平成42年
(2030)

平成47年
(2035)

平成52年
(2040)

平成57年
(2045)

平成62年
(2050)

平成67年
(2055)

平成72年
(2060)

総人口 67,975 66,116 63,891 61,246 58,307 55,147 51,827 48,435 45,099 41,763 38,429

年少人口(0～14歳) 9,196 8,254 7,301 6,488 5,794 5,343 5,029 4,677 4,244 3,769 3,354

生産年齢人口(15～64歳) 42,478 38,987 36,344 34,337 32,255 29,750 26,530 24,167 22,418 21,012 19,276

老年人口(65歳以上) 16,301 18,875 20,246 20,421 20,258 20,054 20,269 19,591 18,437 16,983 15,798

総人口 67,975 66,293 64,461 62,384 60,150 57,839 55,521 53,115 50,750 48,405 46,120

年少人口(0～14歳) 9,196 8,431 7,871 7,625 7,464 7,492 7,660 7,650 7,398 6,970 6,675

生産年齢人口(15～64歳) 42,478 38,987 36,344 34,337 32,428 30,292 27,592 25,873 24,914 24,453 23,646

老年人口(65歳以上) 16,301 18,875 20,246 20,421 20,258 20,054 20,269 19,591 18,437 16,983 15,798

総人口 67,975 67,003 65,679 64,118 62,475 60,795 59,085 57,269 55,511 53,815 52,220

年少人口(0～14歳) 9,196 8,431 7,965 7,929 7,941 8,166 8,542 8,663 8,480 8,094 7,900

生産年齢人口(15～64歳) 42,478 39,695 37,486 35,756 34,206 32,427 30,107 28,894 28,423 28,513 27,922

老年人口(65歳以上) 16,301 18,877 20,228 20,432 20,327 20,203 20,436 19,711 18,609 17,208 16,398

総人口 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

年少人口(0～14歳) 13.5% 12.5% 11.4% 10.6% 9.9% 9.7% 9.7% 9.7% 9.4% 9.0% 8.7%

生産年齢人口(15～64歳) 62.5% 59.0% 56.9% 56.1% 55.3% 53.9% 51.2% 49.9% 49.7% 50.3% 50.2%

老年人口(65歳以上) 24.0% 28.5% 31.7% 33.3% 34.7% 36.4% 39.1% 40.4% 40.9% 40.7% 41.1%

総人口 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

年少人口(0～14歳) 13.5% 12.7% 12.2% 12.2% 12.4% 13.0% 13.8% 14.4% 14.6% 14.4% 14.5%

生産年齢人口(15～64歳) 62.5% 58.8% 56.4% 55.0% 53.9% 52.4% 49.7% 48.7% 49.1% 50.5% 51.3%

老年人口(65歳以上) 24.0% 28.5% 31.4% 32.7% 33.7% 34.7% 36.5% 36.9% 36.3% 35.1% 34.3%

総人口 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

年少人口(0～14歳) 13.5% 12.6% 12.1% 12.4% 12.7% 13.4% 14.5% 15.1% 15.3% 15.0% 15.1%

生産年齢人口(15～64歳) 62.5% 59.2% 57.1% 55.8% 54.8% 53.3% 51.0% 50.5% 51.2% 53.0% 53.5%

老年人口(65歳以上) 24.0% 28.2% 30.8% 31.9% 32.5% 33.2% 34.6% 34.4% 33.5% 32.0% 31.4%
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②自然増減・社会増減の影響度分析 

将来人口に対して出生率が及ぼす影響度（自然増減の影響度）については、【社人研推計方法に

準拠した推計】と【出生率上昇パターン】を比較することにより行い、将来人口に対して移動率が

及ぼす影響度（社会増減の影響度）について【出生率上昇パターン】と【出生率上昇＋人口移動均

衡パターン】との比較で分析を行います。それぞれの影響度の指標については、国より下表の５段

階による評価が示されています。 

本市の将来人口の推計値を評価した結果、自然増減による影響度は「３（105～110％）」、社会増

減による影響度は「２（100～110％）」となります。評価結果では、出生率を上昇させる施策がよ

り効果的であるといえます。一方、短期～中期的に見た場合には、人口の社会減を改善する施策の

方がより効果的であるといえます。 

これらのことから、出生率を上昇させる施策を主軸として実施していきながら、短期的には社会

減を緩和する施策を重点的に実施することが必要であると考えられます。 

 

■自然増減及び社会増減の影響度評価 

 

 

■国における自然増減及び社会増減の影響度の評価基準 

自然増減の 

影響度 

（【出生率上昇ﾊﾟﾀｰﾝ】の平成 52（2040）年の総人口／【社人研推計方法に準拠した

推計】の平成 52（2040）年の総人口）の数値に応じて、以下の５段階に整理 

｢１｣＝100％未満、｢２｣＝100～105％、｢３｣＝105～110％、｢４｣＝110～115％、 

｢５｣＝115％以上の増加 

※｢１｣＝100％未満には、社人研推計準拠の将来の合計特殊出生率に換算した仮定値が、

本推計で設定した「平成 42（2030）年までに 2.1」を上回っている市町村が該当。 

社会増減の 

影響度 

（【出生率上昇＋人口移動均衡ﾊﾟﾀｰﾝ】の平成 52 年の総人口／【出生率上昇ﾊﾟﾀｰﾝ】

の平成 52 年の総人口）の数値に応じて、以下の５段階に整理 

｢１｣＝100％未満、｢２｣＝100～110％、｢３｣＝110～120％、｢４｣＝120～130％、 

｢５｣＝130％以上の増加 

※｢１｣＝100％未満には、出生率上昇ﾊﾟﾀｰﾝの将来の純移動率の仮定値が転入超過基調と

なっている市町村が該当 

出典：「地方人口ビジョン」及び「地方版総合戦略」の策定に向けた人口動向分析・将来人口推計について 
(内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局(平成 26 年 10 月)) 
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平成42年
(2030)
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2 2 2 2 2 2 2 2 3 3

自然増減の影響度
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③人口構造の分析 

１）総人口の分析 

総人口の推計結果を見ると、平成 72（2060）年の時点では、【出生率上昇パターン】では合計特

殊出生率の上昇により総人口 46,120 人となり、【社人研推計方法に準拠した推計】の総人口 38,429

人に比べて 7,691 人の増加となります。 

また、【出生率上昇＋人口移動均衡パターン】では、合計特殊出生率の上昇に加え、純移動率の

均衡によって、総人口が 52,220 人となり、【出生率上昇パターン】の総人口 46,120 人より、さら

に 6,100 人の増加となります。このことより、人口減少の程度を緩和するためには、合計特殊出生

率の上昇に伴う効果の方が、移動率を改善するよりも影響力が大きいことが伺えます。 

一方、平成 47（2035）年までの推移を見ると、合計特殊出生率が上昇せずに純移動率のみが均

衡した場合の推計人口の方が、合計特殊出生率のみが上昇した場合の推計人口を上回ることも、グ

ラフより読みとれます。 

これらのことより、長期的には合計特殊出生率を上昇させることによって人口減少を緩和し、将

来的には人口増加へと転換させていくための施策を継続的に実施していくことが必要となります。 

しかし、合計特殊出生率を上昇させる施策の効果が発現するまでには、長い期間を要すると考え

られることから、短期・中期的視点から人口減少を緩和させていくためには、純移動率を均衡させ

るための施策を重点的に実施することが必要と考えられます。 

■人口推計結果（総人口：社人研推計方法に準拠した推計・出生率上昇パターン・出生率上昇＋人口移動均衡パター

ン・人口移動均衡パターン） 

 

  

67,975

66,116

63,891

61,246

58,307

55,147

51,827

48,435

45,099

41,763

38,429

60,150

55,521

50,750

46,120

67,003

65,679

64,118

62,475

60,795

59,085

57,269

55,511

53,815

52,220

60,505

54,954

48,961

42,970

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

平成22年

(2010)

平成27年

(2015)

平成32年

(2020)

平成37年

(2025)

平成42年

(2030)

平成47年

(2035)

平成52年

(2040)

平成57年

(2045)

平成62年

(2050)

平成67年

(2055)

平成72年

(2060)

社人研推計方法に準拠した推計

出生率上昇パターン

出生率上昇＋人口移動均衡パターン
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4,541人増加

3,150人増加

6,100人増加
社会増減(移動率)の変化の影響が大きい期間

自然増減(出生率)の上昇の影響が大きい期間
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２）人口構造の分析(年少人口比率及び老年人口比率) 

年少人口比率は、【社人研推計方法に準拠した推計】では減少傾向が続いていくのに対し、【出生

率上昇パターン】及び【出生率上昇＋人口移動均衡パターン】では合計特殊出生率が上昇すること

により、平成 32（2020）年以降上昇に転じ、平成 72（2060）年には、【出生率上昇パターン】、【出

生率上昇＋人口移動均衡パターン】とも約 15％まで改善します。 

また、老年人口比率は【社人研推計方法に準拠した推計】では平成 57（2045）年以降、40％を

超えて推移するのに対して、【出生率上昇パターン】及び【出生率上昇＋人口移動均衡パターン】

では年少人口比率の向上によって、人口構造が改善され、平成 57（2045）年以降減少に転じ、【出

生率上昇+人口移動均衡パターン】では、約 31％にまで高齢化率を低下させられることが見込めま

す。 

一方、合計特殊出生率を上昇させずに純移動率のみ均衡させた場合の【人口移動均衡パターン】

では、年少人口比率の減少傾向は変わらず、また、老年人口比率の増加傾向も変わらないことから、

高齢化社会を構造的に改変してくためには、合計特殊出生率を上昇させる施策を継続的に実施して

いくことが重要と考えられます。 

■人口推計結果（年齢区分別人口比較：社人研推計方法に準拠した推計、出生率上昇パターン、 

出生率上昇＋人口移動均衡パターン、人口移動均衡パターン） 
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３－３ 人口の将来展望 

人口の将来展望を行うにあたっては、「出生に関する仮定」と「移動に関する仮定」を設定する

必要があります。 

前項の分析結果を踏まえると、人口減少を緩和し、将来的に人口維持から可能な限り増加への転

換を図っていくためには、短期的には本市への移住に関する希望や学生の就職に関する希望をかな

えることで、市内定住を促進することにより、社会増減の均衡を目指すとともに、若い世代の結婚・

出産・子育ての希望をかなえることにより、継続的に出生率の向上を図っていくことが必要です。 

 

① 「出生に関する仮定」及び「移動に関する仮定」について 

本市の合計特殊出生率は、平成 20（2008）年から平成 24（2012）年の５年間の平均が 1.37 と、

全国（1.38）とほぼ同水準ですが、群馬県（1.46）に比べるとやや低い水準にあります。この度の

地方創生は、国と地方が一体となって取り組んでいくものであるため、本市も国と同じ目標水準の

達成を目指すこととし、国の長期ビジョンが示す平成 42（2030）年に合計特殊出生率を「1.8」、

平成 52（2040）年には人口置換水準である「2.07」まで上昇させることができるよう鋭意努力し

ていきます。平成 52（2040）年以降においては、かなり困難なことではありますが、アンケート

調査に基づく、本市住民が希望する子どもの平均人数である「2.3」の実現ができるよう取り組んで

いきます。 

一方、本市における人口の社会増減は、平成 16（2004）年以降、転出超過が続いています。こ

れを、平成 42（2030）年を目処に、社会増減が均衡していた平成２（1990）年から平成７（1995）

年の水準まで移動率を改善させることを目標とし、以降は、社会増減が均衡する水準を維持しつつ

も、可能な限り転入超過となるようなまちづくりを目指していきます。 

 

②本市が目指すべき将来人口の展望 

「出生に関する仮定」及び「移動に関する仮定」に基づく将来的な展望では、出生率・移動率の

改善が達成できたとしても、平成 47（2035）年に総人口 59,387 人、平成 72（2060）年に総人口

48,701 人となる見通しであり、さらに、その時点においても人口減少が下げ止まる傾向は表れてい

ません。そのため、本市が目指すべき将来人口については、自らを奮い立たせる意味も込めて、推

計値より高く設定することとし、下記の水準の達成を目指します。 

 

 ■人口の将来展望（中期・長期目標） 

目標年次 目標内容 

中期目標 
平成 47 年 

(2035) 

○出生率の上昇（目標：1.8）及び、移動率の改善（平成２（1990）

～７（1995）年の水準）を達成し、社会増減を均衡させることに

より、人口 60,000 人の確保を目指します。 

長期目標 
平成 72 年 

(2060) 

○合計特殊出生率の人口置換水準（目標：2.07）の維持、及び社会

増減が均衡する移動率水準の維持により、人口規模 50,000 人の

確保を目指します。 

○人口構造の若返りを図り、将来的には人口増加への転換を目指し

ます。 
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 ■人口の将来展望と社人研推計値との比較 

 

  

■人口の将来展望における年齢区分別構成比の推移 
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３－４ 今後のまちづくりにおける課題 

① 転出超過の抑制に加え、交流人口の増加によるまちの活力維持 

本市の社会増減では、就学や就職を機に県内では高崎市や前橋市、県外では埼玉県や東京都へと

転出する傾向が強く、人口減少の一つの要因となっています。そのため、若い世代の地元への定住

促進、U・I ターン等の促進に加え、市外からの移住者の増加に向けた取り組みを強化することが

必要となっています。 

また、世界遺産に登録された高山社跡、関東好きな道の駅ランキング No.１である道の駅ららん

藤岡などの観光・地域資源を活用しながら、さらなる集客力向上を図る取り組みを行い、交流人口

を増やしていくことが必要となっています。 

 

② 藤岡市の将来を担う人材の確保 

人口減少や少子高齢化の進行に伴い、就業人口も減少傾向にあり、将来の担い手不足が大きな課

題となっています。一方、農業ではトマト・イチゴ・花卉等を中心とする施設園芸作物、製造業で

は県内で高い割合を占めている窯業・土石製品製造業や金属製品製造業、電気機械器具製造業など、

ポテンシャルの高い産業を有しており、これらの既存産業の活性化を図るとともに、新たな起業に

繋がる取り組みが必要となっています。 

 

③ 藤岡市で結婚、出産、子育てしたいと思える環境づくり 

若い世代へのアンケート調査では、「結婚したくない」、「子どもは欲しくない」との回答や、「結

婚後は藤岡市外で生活したい」、「できれば子育ては藤岡市外でしたい」との回答も見受けられまし

た。 

このため、結婚、出産、子育てに対するイメージ改善、環境づくり、支援強化などの出生率、婚

姻率を向上させる取り組みが必要となっています。 

 

④ 藤岡市に住み続けたいと思えるまちづくり 

人口減少や少子高齢化の進行とともに、単身世帯や核家族世帯が増加し、仕事をしながらの子育

てや、高齢者単独世帯での老々介護などの問題が表面化してきています。また、日常生活における

地域での交流機会も減少し、家族だけでなく地域での繋がりも希薄化していく恐れがあります。 

よって、行政による支援体制の強化とともに、地域コミュニティの再構築も必要となっています。 
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藤岡市総合戦略 
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４.基本的な考え方 
 

 

４－１ 国の基本的な考え方 

我が国の人口は平成 20（2008）年から減少に転じ、今後も加速度的に進行していくと見込まれて

います。特に、地方から首都圏への若者の人口流出が主な要因の一つと考えられており、地方の人

口減少に起因する地域内の市場規模の縮小や深刻な人手不足は、地域経済の低下につながり、ひい

ては大都市及び国全体の経済に大きな影響を与えることが危惧されています。 

そこで、国は人口減少の克服と地方創生を成し遂げ、将来に渡り活力ある日本社会を維持するこ

とを目的として「まち・ひと・しごと創生法」を平成 26 年に公布・施行しました。 

 

≪まち・ひと・しごと創生法≫＊1 

 国は、まち・ひと・しごと創生に関する目標や施策に関する基本的方向等を定めたまち・ひと・しごと創

生総合戦略を定めるものとする 

 都道府県・市町村は、国のまち・ひと・しごと創生総合戦略（市町村は国及び県の戦略）を勘案し、地

方版総合戦略を定めるよう努めなければならない 

 

≪まち・ひと・しごと創生総合戦略≫＊1 

《基本的な考え方》 

「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込む好循環を確立するとともに、その好循環を支える「ま

ち」に活力を取り戻し、人々が安心して生活を営むことができる社会環境をつくり出す。 

《まち・ひと・しごとの創生に向けた政策５原則》 

①自立性：各施策が一過性の対処療法的なものにとどまらず、構造的な問題に対処し、地方公共団体・

民間事業者・個人等の自立につながるようなものであるようにする。 

②将来性：地方が自主的かつ主体的に、夢を持って前向きに取り組むことを支援する施策に重点を置く。 

③地域性：国による画一的手法や「縦割り」的な支援ではなく、各地域の実態に合った施策を支援するこ

ととする。 

④直接性：限られた財源や時間の中で、最大限の成果を上げるため、ひとの移転・しごとの創出やまちづく

りを直接的に支援する施策を集中的に実施する。 

⑤結果重視：効果検証の仕組みを伴わないバラマキ型の施策は採用せず、明確なPDCAメカニズムの下

に、短期・中期の具体的な数値目標を設定し、政策効果を客観的な指標により検証し、必要

な改善等を行う。 

《施策の方向性：基本目標》 

①地方における安定した雇用を創出する 

②地方への新しいひとの流れをつくる 

③若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るとともに、地域と地域を連携する 
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４－２ 群馬県の基本的な考え方 

群馬県においても、国の考え方を踏まえて地方版総合戦略を策定します。その基本理念は以下の

とおり示されています。 

≪群馬県の地方版総合戦略≫＊1 

《基本理念》 

限りない可能性を大きくはばたかせ、群馬の未来を創生する 

～人口減少に挑む、ぐんまの○ち から（戦略）～ 

 

《基本目標及び戦略の方針》 

①群馬で暮らし始めたくなる 

本県の恵まれた立地条件や優れた拠点性等を活かして交流を活発にし、全世代交流、二地域住居、

移住などの対策を進め、群馬の魅力ある暮らしを東京圏などへ発信し、若い世代が流出する流れを変

え、群馬に人を呼び込める新しい人の流れをつくる。 

   戦略１ 交流・移住・定着促進 

   戦略２ 東京圏からの人材還流 

 

②群馬に住み続けたくなる 

時代の変化や人々の性別・年齢、ライフスタイル等に対応した、雇用の創出・創業支援、教育・医療・介

護、生活基盤・産業基盤・魅力的な地域づくりなど、幅広い領域での取り組みを進め、人口の流出を防

ぎ、人材の県内定着・定住を促進する。 

   戦略３ 人材の県内定着 

   戦略４ 群馬にしごとをつくり、安心して働けるようにする 

   戦略５ 安全・安心な暮らしを維持する地域づくり 

   戦略６ 安全・安心な暮らしを守る社会基盤づくり 

 

③群馬で家族を増やしたくなる 

結婚・妊娠・出産・子育てなど、ライフステージに合わせて若い世代の理想を実現し、家族の形成を支

援するとともに、安心して子育てできる環境をつくる。 

   戦略７ 結婚・妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援 

   戦略８ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現 

 

 

 

 

 

 

 

＊1 「まち・ひと・しごと創生法」「まち・ひと・しごと創生総合戦略」「群馬県の地方版総合戦略」に関する記述

は、その一部及び概略を記載しています。 



37 

４－３ 計画の位置づけ 

本市のまちづくりの最上位計画にあたる「第４次藤岡市総合計画」においても、人口減少と少子

高齢化を課題と捉え、子育て支援や母子保健の充実、雇用の場の創出と安定雇用の確保などに向け

た取り組みを行ってきました。しかし、人口減少に歯止めがかかっていない現状に対し、この度の

地方創生を契機にして、地域の問題点を改めて見直しました。これらの問題点に対し、官民協働に

よる「オール藤岡」体制で対応していくことで、人口減少の克服と地域の継続的な発展を目指しま

す。 

本計画は、「藤岡市人口ビジョン」で示した、本市がめざすべき人口の将来展望を実現するため

に必要な取り組みなどをまとめたものであり、本市が直面する人口減少問題を克服するための具体

的な戦略として位置づけます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４－４ 計画の期間 

本計画の期間は、平成 27（2015）年度から平成 31（2019）年度までの５年間とします。 

  

第４次藤岡市総合計画 

 （平成 20 年度～平成 29 年度） 

 

【基本理念】 

●ともに生きる ●ともに築く 

●個性が際立つ ●活力を増進する 

 

【基本施策】 

●安全・便利なふじおか ●快適なふじおか 

●人に優しいふじおか ●心豊かなふじおか 

●賑わうふじおか  ●語らいのあるふじおか 

藤岡市総合戦略 

藤岡市人口ビジョン 
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５.計画の策定・実行にあたっての基本方針 
 

 

５－１ 計画策定の基本方針 

 藤岡市人口ビジョンにおける将来推計では、現状のまま推移したとすると平成 72（2060）年

には総人口が 38,429 人となり、更にその後も人口減少は続いていく見込みとなっています。ま

た、高齢化率は 41.1％にも達し、少子・超高齢社会を迎えてしまう予測となっています。平成

72（2060）年の将来推計のような人口構造では、およそ働き手一人で高齢者一人を支えなければ

ならず、医療・介護などの分野における人材面や、年金などの社会保障における財政面など、多

くの問題を抱える危険性があります。 

 そのような望ましくない将来を回避するためには、若年層の人口を増やすことで人口構造を革

新させ、人口減少を食い止める必要があります。藤岡市人口ビジョンでも考察したとおり、本市

の人口減少は死亡者数が出生者数を上回ることによる自然減と、転出者数が転入者数を上回るこ

とによる社会減の両方に起因しています。これらのうち、死亡者数を減少させることは、日本が

世界一の長寿国であることを考慮すると、かなり困難であると思われることから、人口減少への

対応としては、①出生者数を増加させる ②転入者数を増加させる ③転出者数を減少させる、

という３つの視点に沿った取り組みを推進していくことが重要となります。 

 本市の転出超過は、大学等に就学するため市外に転出した若者が、就職の年代になった時に市

内へ戻ってきていないことが主な要因の一つと考察しています。これを改善するためには、市内

に魅力的な仕事の場を作り、Ｕターン等による若者の転入・定住を促すことが必要です。そして、

その若者達が結婚や出産を希望した時に、安心して家族形成が実現できるように、子育て施策の

充実や安定した労働環境を整えていくことが人口減少の抑止策になると考えます。 

 しかし、このような取り組みが功を奏したとしても、人口減少が下げ止まり、増加傾向に転じ

るまでには、数十年という長い期間を要します。そのため、前述のような人口減少の程度を「緩

和」させていく攻めの取り組みと同時に、今後縮小していく人口規模に「適応」した構造へとま

ちを変革させていく守りの取り組みを進め、行政サービスや住みやすさの低下を防ぎ、まちを持

続可能なものにしていく必要があります。 

  

 

５－２ 基本目標と取り組みの方向性について 

前項の基本方針を踏まえ、次の４つを本計画の基本目標として設定します。 

 

 

若年層の人口を増加させるために、本市で育った若者の地元愛着心を高め、地元回帰意識を醸

成してＵターンを促すと同時に、魅力的な就業の場と移住希望者の受け入れ体制を整えることで、

Ｉターン等による転入者の増加を目指します。また、本市の魅力を知ってもらうために、様々な

コンテンツを活用して情報発信を行い、観光施策の推進と絡めて交流人口の増加を図ることで、

地域経済の活性化と更なる転入者の増加を目指します。 

  転入者数と交流人口の増加を図り、多くの人に「藤岡に来てもらう」 1 



39 

 数値目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

定住地として選ばれるためには、雇用・労働環境と居住環境の向上が必要です。このうち雇用

の分野に関して、多様化する就業ニーズに対応するため、農工商の各分野における雇用拡大を図

ります。また、安定した就業を続けられるよう、各産業の生産性・収益性の向上を支援し、就業

地として本市を選択してもらうための取り組みを推進します。 

 数値目標 

項目 基準値 目標値 

本市の製造業就業者数 

（工業統計調査） 

8,091 人（平成 25 年） 7,900 人（平成 31 年）

 

 

 

 

人口の自然減を解消するためには、出生者数が増加すること、つまりは家族を増やしてもらう

ことが必要となります。家族形成のファーストステップは「結婚」です。結婚を希望する人を支

援するとともに、結婚に対するイメージの改善を図り、晩婚化・未婚化の緩和を目指します。 

また、家族形成の次のステップは「出産・子育て」です。アンケート調査では２人以上の子ど

もを希望すると回答した方が多くいました。そのような方々の希望が実現できるように、出産と

子育てに関する支援施策を推進してサポートしていくと同時に、子育て世代の方々が仕事と子育

ての両立ができるように、労働環境を整えていくことが重要となります。 

 数値目標 

 項目 基準値 目標値 

合計特殊出生率 1.37 

（平成 20 年～24 年 

人口動態保健所・市区町

村別統計） 

1.50 

（平成 31 年 群馬県

人口動態調査） 

 

 

 

 

転出者数の減少と、若者の U ターン促進のためには「藤岡に住み続けたい」という気持ちを醸

成する必要があります。そのためには、まちの活性化と魅力向上が重要となります。まち全体を

盛り上げていくためには、市民、企業、行政との間の官民連携が不可欠です。市民活動をバック

項目 基準値 目標値 

観光入込客数（市独自データ） 3,844,753 人 

（平成 26 年度） 

3,900,000 人 

（平成 31 年度） 

本市への転入者数（藤岡市統計書） 1,572 人（平成 26 年度） 1,620 人（平成 31 年度）

  雇用の確保と安定就業により、多くの人に「藤岡で働いてもらう」 2 

  結婚・出産・子育てをサポートし、「藤岡で家族を作ってもらう」 3 

  まちの魅力向上と住みやすさの維持を図り、「藤岡に住み続けてもらう」 4 
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アップすることでまちの活力を増進し、協働のまちづくりを進めます。 

また、今後縮小していく人口規模に適応し、住みやすさを持続させていくために、公共施設の

適正化や地域のまとまりの維持を図り、持続可能で、コンパクトでもキラリと光るまちの形成を

目指します。 

 数値目標 

項目 基準値 目標値 

本市の住民基本台帳人数 67,596 人 

（平成 27 年４月） 

66,000 人 

（平成 32 年３月） 

 

 

５－３ 基本目標を達成するための取り組みの体系について 

今後、本市における人口減少、高齢化社会の進行は避けられない課題であり、出生率や移動率の

改善などによる人口減少の『緩和』に向けた取り組みと、人口規模が縮小した地域コミュニティを

維持し、『適応』するための取り組みとの、両者のバランスと整合を図ったまちづくりを進める必

要があることは既に記述したとおりです。 

本節では、前節で設定した基本目標を達成するための具体的な施策と、取り組みの内容を体系図

として記載します。なお、施策の詳細については次章で示します。 

 

≪藤岡市まち・ひと・しごと創生総合戦略の取り組み体系図≫ 

 

 

・情報発信促進事業

・移住促進ＰＲ事業

・地域おこし協力隊事業

1-1 様々なコンテンツを活用し、藤岡の魅力を広く発信する ●

●

●

基本目標・具体的施策 取り組み内容
分類

適応 緩和

転入者数と交流人口の増加を図り、多くの人に「藤岡に来てもらう」1

1-２ 観光施策を推進して、来街者に藤岡の魅力を感じてもらう

1-3 移住希望者の受け入れ体制整備と、地元定着の推進を図る

1-4 若者の地元愛着心を高め、藤岡回帰の気運を醸成する

・移住希望者の相談受付体制整備

・空き家バンク事業

・空き家活用促進事業

・多世代同居支援

・学生と地域・企業の繋がりを深める

・タウンミーティング

・地域・大学連携会議

・藤岡市日本一推進事業

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

●

● ●

● ●

● ●

●

● ●

●

● ●

・世界文化遺産「富岡製糸場と絹産業遺
産群」を活用した観光施策の推進

・街なか美化促進事業

・市内在住アーティストの活動支援、
アートイベントの開催

・道の駅ららん藤岡の交流拠点機能強化

・本市出身の偉人に関するイベント等

・神流川流域観光推進事業

・冬桜樹勢回復事業
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施策 取り組み内容
分類

適応 緩和

雇用の確保と安定就業により、多くの人に「藤岡で働いてもらう」2

・販路拡大支援事業

・新技術・新商品開発推進事業

・ネットビジネスＩＴ講習

●

●

●

●

●

2-1 次代の農業を担う人材を確保・育成し、就農するまでの支援

体制を構築する

2-2 農業の生産性・収益性を向上させ、安定的な運営を図る

2-3 起業・第二創業を支援し、産業の新陳代謝を活性化する

2-4 地理的優位性を活かし、企業等の誘致促進により新規雇用

の拡大を図る

2-5 企業の収益性・労働生産性を向上させ、収入・雇用の拡大に

繋げる

・新規工業団地の創出

・魅力ある企業・施設の誘致活動促進

・事業所設置奨励金

・雇用促進奨励金

・緑地設置奨励金

・営農指導体制の整備

・新規就農者の募集促進事業

・新規就農者支援事業

・新規作物、新規販売ルート開発のための
リサーチ・ＰＲ、販売検証の支援

・６次産業化の推奨

・創業支援事業

・創業支援窓口の設置

・空き店舗バンク

・空き店舗活用促進事業

・小口資金融資利子補給

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

・結婚活動支援事業

・独自デザインの婚姻届等を活用した
結婚に対するイメージ改善

●

●

結婚・出産・子育てをサポートし、「藤岡で家族を作ってもらう」3

まちの魅力向上と住みやすさの維持を図り、「藤岡に住み続けてもらう」4

・ワークライフバランス（男女共同参画）
意識の啓発促進

・子育て応援券発行事業

・妊婦歯科健診事業

・不妊治療費助成事業

・ブックスタート事業

・発達障害支援事業

・第3子以降の保育料無料化

・低年齢児保育促進事業

● ●

●

●

●

●

●

●

●

● ●

● ●

● ●

●

●

●

●

● ●

● ●

3-1 結婚を希望する人を支援する

3-2 働きやすさ、子育てしやすさが両立するまちを作る

4-1 官民協働でまちを活性化させる

4-2 人口減少に適応した、住みやすさが持続するまちを形成する

・魅力ある地域づくり活動補助金

・タウンミーティング（再掲）

・藤岡市日本一推進事業（再掲）

・立地適正化計画の策定

・公共交通の利便性促進

・公共施設等総合管理計画の策定

・障害者タクシー支援事業

・公園整備の促進

・地域間連絡道路の整備促進
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５－４ 取り組みの効果検証の方法及び体制について 

本計画では、本章で示した４つの基本目標に対して数値目標を設定するとともに、各々の具体的

施策についても重要業績評価指標（KPI）を設定しています。これらの指標の達成度を基に、事業

の進捗や効果の検証を行い、PDCA サイクル＊2による適切なフォローアップの実施と、必要に応じ

て施策や事業など計画全体の見直しを行っていきます。また、その体制として、検証の妥当性・客

観性を担保するため、住民をはじめ、各産業界からの幅広い意見を取り入れます。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊2 業務管理手法の一つ。Plan（計画）→Do（実施）→Check（評価）→Action（改善）を繰り返すことによって、

業務を継続的に改善していく。  
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６.施策パッケージ 
 

 

６－１ 藤岡市の地方創生を推進するための施策について 

前章で示した体系図のとおり、基本目標を達成するための具体的施策と取り組み内容については、

各施策に関連する事業をパッケージ化して記載しています。パッケージ化することの目的としては、

一つの事業が複数の効果を持つことがあり、また、相互に関連する事業においては相乗効果が期待

できるものもあるため、個々の事業として捉えるよりも、パッケージとして共通の目的意識のもと、

一体的に取り組んでいく方がより高い効果が期待できるためです。 

 

６－２ 具体的施策の内容について 

 

 

1-1 様々なコンテンツを活用し、藤岡の魅力を広く発信する 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在の課題 必要な対応 

○本市は世界文化遺産「富岡製糸場と絹

産業遺産群」の構成資産である「高山

社跡」や、年間 265 万人の来場者を誇

る「道の駅ららん藤岡」を有している。

また、高速道路の結節点があり、交通

の要衝であることなど、まちが持つポ

テンシャルは高いとの自負があるが、

その魅力や存在を十分に伝えきるた

めには情報発信能力が足りていない。

交流人口、移住希望者の増加を図るた

めには、本市の魅力や情報を広く発信

していく必要がある。 

○本市の魅力・観光施設・イベントなど

に関する情報や、本市に移住した際の

生活がイメージできる情報などを様々

なコンテンツ、特にインターネットや

メディアなどが有する即時性・広域

性・伝播性といった特性を活用するこ

とで全国に広く発信し、観光客層や地

方への移住希望者に対して、「藤岡市」

を知ってもらう。 

  

取り組み内容 重要業績評価指標（KPI） 

 情報発信促進事業 

 移住促進ＰＲ事業（移住関係イベント

等への参加など、プロモーション活動

の実施） 

 地域おこし協力隊事業 

○ツイッターの藤岡市フォロワー数 

基準値（H26） － 

目標値（H31） 500 

 

○地域おこし協力隊による移住促進関連

事業 

基準値（H26） － 

目標値 1 回/年 
 

転入者数と交流人口の増加を図り、多くの人に「藤岡に来てもらう」 1 
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1-2 観光施策を推進して、来街者に藤岡の魅力を感じてもらう 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-3 移住希望者の受け入れ体制整備と、地元定着の推進を図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在の課題 必要な対応 

○地域内の経済を活性化させるために

は、交流人口を増加させて域内消費を

拡大させることが必要となる。これま

でも観光施策を推進してきたが、スポ

ット的な観光に留まり、市内に２時間

以上滞留した人の割合は全国の平均

を下回っているなど、回遊率が低いと

いう課題がある。 

○滞在時間を増加させるため、ららん藤

岡が持つ年間 265 万人の来場者を、街

なかや他の観光スポット等へ誘導して

回遊性の向上を図る。 

○また、来街者に本市の魅力である世界

文化遺産「高山社跡」や、歴史的偉人、

豊かな自然などを知ってもらうこと

で、藤岡ファンを増加させてリピータ

ーに繋げる。 

  

取り組み内容 重要業績評価指標（KPI） 

 世界文化遺産「富岡製糸場と絹産業遺

産群（高山社跡）」を活用し、広域連

携を含めた観光施策の推進（DMO 等）

 街なか美化推進事業（花の装飾等によ

る街なかや観光拠点の美化促進） 

 市内在住アーティストの活動支援、ア

ートイベントの開催 

 道の駅ららん藤岡の交流拠点機能強

化（wi-fi・観光案内所・駐車場整備、

動態調査、災害対策機能強化、イルミ

ネーションイベント） 

 本市出身の偉人に関するイベント等 

 神流川流域観光推進事業 

 冬桜樹勢回復事業 

○世界文化遺産「高山社跡」の来訪者数 

基準値（H26） 53,958 人 

目標値（～H31） 累計 240,000 人 

 

○「関東好きな道の駅ランキング」におけ

る「道の駅ららん藤岡」の順位 

基準値（H26） １位 

目標値（H31） １位 

 

○冬桜開花時期（11 月～12 月）の観光入

込客数 

基準値（H25） 617,600 人 

目標値（H31） 630,000 人 
 

現在の課題 必要な対応 

○これまで、本市では移住希望者からの

問い合わせを受け付ける体制が不十

分であったため、効果的なサポートが

できていなかった。 

○また、人口減少に伴って、市内の空き

家も増加しており、居住者の低密度化

がまちの衰退の一因となっている。 

○移住希望者に対し、相談の受け付けか

ら、居住先のあっせんまでサポートす

る体制を整える。 

○増加傾向にある空き家に対しては、居

住を希望する人とのマッチングを図

り、利活用を促す。 

○空き家対策として世帯数の増加を抑制

すると同時に、家族の絆や助け合いと

いった共助機能を増強することを目的

として、多世代の同居を支援する。 
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1-4 若者の地元愛着心を高め、藤岡回帰の気運を醸成する 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取り組み内容 重要業績評価指標（KPI） 

 移住希望者の相談受付体制整備 

 空き家バンク事業 

 空き家活用促進事業 

 多世代同居支援 

○本市からの転出者数 

基準値（H26） 1,852 人 

目標値（H31） 1,800 人 

 

○空き家バンクによる空き家活用件数 

基準値（H26） －  

目標値（～H31） 累計 20 件 
 

現在の課題 必要な対応 

○人口減少の要因の一つである「転出超

過」は、若者の多くが大学等への就学

時に市外へ転出し、その後、就業する

年齢になったときに、市外で就業・定

住してしまい、市内に戻ってきていな

いことが大きな要因となっている。 

○大学等へ就学するために市外へ転出す

る若者の数を抑制しようとすること

は、学習意欲を低減させる可能性もあ

るため好ましくないと考える。その後

の就職の時に、「藤岡市に戻りたい」と

思ってもらえるように、地元愛着心や

地元企業との繋がりを深耕する。また、

就職活動を迎える学生に対し、求人情

報等を積極的に発信することで、市内

での就業に繋げる。 

  

取り組み内容 重要業績評価指標（KPI） 

 学生と地域・企業の繋がりを深める

（高校生キャリアセミナー、学生に対

する求人情報発信） 

 タウンミーティング 

 地域・大学連携会議 

 藤岡市日本一推進事業 

○タウンミーティング開催数 

基準値（H26） － 

目標値（～H31） ２回/年 

 

○大学との連携事業開催数 

基準値（H26） ３回 

目標値（～H31） 累計 15 回 
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2-1 次代の農業を担う人材を確保・育成し、就農するまでの支援体制を構築する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2 農業の生産性・収益性を向上させ、安定的な運営を図る 

 

現在の課題 必要な対応 

○生産年齢人口の減少に伴い、農業の担

い手不足が懸念されるなか、今後は法

人化による集団経営の重要性が高ま

ってくると予測される。農業生産法人

等では、自社の生産物の加工、販売に

ついて、独自に開発や販売ルートの開

拓を行う必要があり、その前段として

十分な市場調査や販売検証、商品 PR

が重要となる。 

 

○農業生産法人等の事業拡大、安定運営

を支援することで、本市の農業を維持

するとともに雇用の確保を図る。さら

に収益の向上に繋げることで、農業を

魅力的な業種へと昇華することを目指

す。 

○潜在的なニーズや、市場の隙間を見つ

けることができれば、新たなビジネス

チャンスとなり得るため、新規作物や

新規商品の開発、販売へのチャレンジ

に対して支援制度の充実を図る。 

  

取り組み内容 重要業績評価指標（KPI） 

 新規作物、新規販売ルート開発のため

のリサーチ・PR、販売検証の支援 

 ６次産業化の推奨 

○新規作物、新規販売ルート開発のための

リサーチ・PR、販売検証支援事業への

申請件数 

基準値（H26） －  

目標値 ２件/年 
 

現在の課題 必要な対応 

○市内の農業関係法人は、JA を除いて、

作業員としての雇用、若しくは農事組

合の従事者のみであり、営農を指導で

きる体制は整っていない。本市の農業

従事者は高齢化が進み、担い手不足が

深刻化している。そのため、新規就農

者を確保する前提として、営農指導体

制の確立が急務となる。 

○新規就農者を支援するために、営農指

導体制を整える。 

○一般的に新規就農する時にはクリアす

べきハードルがいくつかあるため、新

規参入を促すための支援制度の充実を

図る。 

  

取り組み内容 重要業績評価指標（KPI） 

 営農指導体制の整備 

 新規就農者の募集促進事業 

 新規就農者支援事業 

○就農ガイダンス参加人数 

基準値（H26） － 

目標値 50 人以上/回 
 

  雇用の確保と安定就業により、多くの人に「藤岡で働いてもらう」 2 
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2-3 起業・第二創業を支援し、産業の新陳代謝を活性化する 

 

現在の課題 必要な対応 

○本市の創業比率は全国及び群馬県水

準を下回っており、創業活動は低迷し

た状態にある。一方、経営者の平均年

齢は、全国及び群馬県の水準を上回っ

ており、今後は生産年齢人口が減少し

ていくことから、後継者の確保や業績

維持に支障が生じる恐れがある。 

○地域産業の新陳代謝を促して活性化を

図ると同時に、就業者を確保するため

に起業にチャレンジする者を支援す

る。 

○企業の第二創業を支援して、地元企業

の安定継続・発展を図る。 

  

取り組み内容 重要業績評価指標（KPI） 

 創業支援事業 

 創業支援窓口の設置 

 空き店舗バンク 

 空き店舗活用促進事業 

 小口資金融資利子補給 

○創業支援事業により支援した件数 

基準値（H26） －  

目標値（～H31） 累計 270 人 
 

 

 

2-4 地理的優位性を活かし、企業等の誘致推進により新規雇用の拡大を図る 

 

現在の課題 必要な対応 

○本市は関越自動車道と上信越自動車

道の高速交通の結節点に位置してお

り、また、関越自動車道と北関東自動

車道の結節点にも近傍している。この

ような交通アクセスの良さから、多く

の企業進出実績があるが、現状では直

近で造成した三本木工業団地も完売

し、新たな企業誘致のための工業用地

が不足している状況にある。 

○新規雇用を確保することを目的とし、

更なる企業誘致を推進するために、新

たな工業団地を創出する。 

○企業等に対し、優遇制度や本市の交通

利便性、自然災害リスクの少なさとい

った利点を積極的に PR していく。特

に、若者の就職先として魅力的な業種

の企業や、産業力強化のための本社機

能の誘致、また、地域の核となり得る

ような魅力ある施設等に対してシティ

セールスを推進する。 

  

取り組み内容 重要業績評価指標（KPI） 

 新規工業団地の創出 

 魅力ある企業・施設の誘致活動促進 

 事業所設置奨励金 

 雇用促進奨励金 

 緑地設置奨励金 

○新規に造成する工業団地の面積 

基準値 －  

目標値（～H31） 23.3ha 
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2-5 企業の収益性・労働生産性を向上させ、収入・雇用の拡大に繋げる 

 

現在の課題 必要な対応 

○本市の産業分類別就業者数では、製造

業の就業者数が突出しており、この産

業による雇用吸収力が高いことが伺

える。しかし、その一方で、製造業全

体における労働生産性は全国平均、群

馬県平均よりも低く、稼ぐ力は低い状

況となっている。 

○生産年齢人口の流出を防ぐために、多

くの利益を獲得して、労働生産性を向

上させる必要がある。そのために、販

路拡大や技術力アップによる付加価値

の向上を支援する。 

  

取り組み内容 重要業績評価指標（KPI） 

 販路拡大支援事業 

 新技術・新商品開発推進事業 

 ネットビジネス IT 講習 

○本市の助成制度（販路拡大、新技術・新

商品開発）の申請件数 

基準値（H26） 6 件 

目標値（～H31） 累計 35 件 
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3-1 結婚を希望する人を支援する 

 

現在の課題 必要な対応 

○人口減少の要因の一つである出生率

の低水準については、晩婚化や非婚化

の影響を受けていると言われている

が、群馬県の平均初婚年齢は過去と比

べて男女ともに上昇してきている。高

校三年生を対象としたアンケート調

査では、「将来結婚したい」と希望す

る人は８割以上おり、そのうち 29 歳

までに結婚したいと考えている人も

８割を超えている。このような方々の

希望が実現できるような取り組みに

より、結婚の増加、早期化を促進する

必要がある。 

○異性と知り合う機会を望んでいる方々

に対して、出会いの場を創出すること

で、恋愛・結婚への進展をサポートす

る。 

○結婚を望む方が多い一方で、結婚に対

してマイナスイメージを持っている

方々に対しては、そのような意識を改

善・払拭するような施策が必要となる。

  

取り組み内容 重要業績評価指標（KPI） 

 結婚活動支援事業（セミナー、交流会）

 独自デザインの婚姻届等を活用した

結婚に対するイメージ改善 

○婚活支援交流会参加人数 

基準値（H26） 22 人 

目標値（～H31） 累計 125 人 

 

○本市独自デザイン婚姻届のダウンロー

ド回数 

基準値（H26） －  

目標値（～H31） 累計 400 回 
 

 

 

  

  結婚・出産・子育てをサポートし、「藤岡で家族を作ってもらう」 3 
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3-2 働きやすさ、子育てしやさが両立するまちを作る 

 

現在の課題 必要な対応 

○アンケート調査において、結婚・出

産・子育てに関する希望として、「結

婚・出産後も働きやすい職場環境」「子

育てしやすい社会環境」「経済的負担

の軽減」などを要望する声が多く寄せ

られた。国の政策５原則等を考慮する

と、経済面に関しては家庭の収入を安

定化させる取り組みが必要と考える。

これを実現するためには、働いて収入

を得ながら、出産や子育てができる社

会環境の整備が必要と考える。 

○労働市場の面から考えると、生産年齢

人口が減少していく社会において、企

業活動を維持していくためには、就業

者の確保が課題となってくる。そのた

め、女性の社会進出が今後益々重要に

なってくると予想される。 

○結婚・出産・子育ての希望実現のため

には、女性が結婚や出産時に休職・離

職した後も社会復帰しやすい労働環境

が求められる。女性の社会進出を促進

する一方で、男性の家庭・育児への参

加を促進していく取り組みも必要とな

ってくる。男女共に子育てと仕事の両

立がしやすい社会をつくり、地域全体

でサポートしていくことが必要と考え

る。 

○子育て関連施策を充実させ、子育て世

帯を応援する体制を強化・促進してい

き、親と子の実質的負担・精神的負担

の軽減を図ることも必要となる。 

  

取り組み内容 重要業績評価指標（KPI） 

 ワークライフバランス（男女共同参

画）意識の啓発促進 

 子育て応援券発行事業 

 妊婦歯科健診事業 

 不妊治療費助成事業 

 ブックスタート事業 

 発達障害支援事業 

 第３子以降の保育料無料化 

 低年齢児保育促進事業 

○アンケート調査による「子育ては藤岡市

内でしたい」との回答率 

基準値（H27） 53％ 

目標値（H31） 58％ 

 

○市内出生数 

基準値（H26） 410 人 

目標値（H31） 420 人 
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4-1 官民協働でまちを活性化させる 

 3-2  

現在の課題 必要な対応 

○人口減少の一要因である転出超過を

改善するためには、まちの魅力を向上

させ、住民の定住意識の醸成と、市外

からの転入意識の啓発を図ることが

必要となる。 

○今後、生産年齢人口が減少し、行政の

財政が縮小していく見込みの中で、ま

ちを磨きあげていくためには、まち全

体が一体となり「オール藤岡」体制で

臨んでいくことが重要となる。 

○市民の自発的な活動のバックアップ

や、まちづくりへの参画を促進するこ

とで、まちの活性化と魅力向上に繋げ、

地元愛着心の醸成による転出意識の低

減や、定住地として本市を選択したく

なるような気運の向上を図る取り組み

が必要となる。 

  

取り組み内容 重要業績評価指標（KPI） 

 魅力ある地域づくり活動補助金 

 タウンミーティング（再掲） 

 藤岡市日本一推進事業（再掲） 

○魅力ある地域づくり活動補助金の申請

件数 

基準値（H26） １件 

目標値（～H31） 累計 10 件 
 

 

  

  まちの魅力向上と住みやすさの維持を図り、「藤岡に住み続けてもらう」 4 
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4-2 人口減少に適応した、住みやすさが持続するまちを形成する 

 

現在の課題 必要な対応 

○将来の人口減少・高齢社会の到来がほ

ぼ確実となる見通しであることから、

税収の減少や社会保障費等の増加に

より行政の財政がひっ迫し、行政サー

ビスが低下していくことが懸念され

る。また、人口減少に起因してまちの

空洞化が進み、地域コミュニティの維

持が困難になれば、共助が機能しなく

なり、行政サービスへの負荷がさらに

増加するおそれもある。そのため、今

後は、より効率的な行政運営が必須と

なってくる。人口規模に応じた公共施

設の適正化や、行政サービス・コミュ

ニティを維持していくための都市の

コンパクト化、高齢化社会における公

共交通の重要性など、解決すべき課題

は山積していると言える。 

○縮小する人口規模に適応した行政のス

リム化のため、公共施設等の適正化を

図る。なお、市内に居住しながら他の

地域での就業等を可能にするための道

路整備や、市民の憩いの場となる公園

の整備などは進めていく必要がある

が、選択と集中の意識に基づいた行政

運営が必要となる。 

○まちのコンパクト化を更に推進して、

拠点性の強化による求心力の向上と、

地域コミュニティを持続させていくた

めの取り組みが必要となる。 

○高齢化社会においては、主要な移動手

段として公共交通の重要性が増してく

ると予想される。都市全体のコンパク

ト化と併せて、コンパクトプラスネッ

トワーク型のまちづくりを進める必要

がある。 

  

取り組み内容 重要業績評価指標（KPI） 

 立地適正化計画の策定 

 公共交通の利便性促進 

 公共施設等総合管理計画の策定 

 障害者タクシー支援事業 

 公園整備の促進 

 地域間連絡道路の整備促進 

○立地適正化計画の策定 

基準値 － 

目標値 平成 31 年度まで

に策定着手 

 

○公共施設等総合管理計画の策定 

基準値 － 

目標値 平成 27 年度まで

に策定 

 

○都市計画道路の整備率 

基準値（H26） 52％ 

目標値（H31） 56％ 
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